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担当グループ名

単位

％

％

％

％

◆基本事業を構成する事務事業評価◆

【今後の方向性】

29目標値

112.4 110.0 121.8 110.0

100

○

拡充 ◎
普
通
高
い
拡大

28

　４　環境を整え、美しいまちに

－ 1
建
水

事 後 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

施策の方向

施　策

事業の概要
快適な生活や都市活動を営む上で欠くことのできない重要なライフライン施設であり、安全で安心できる水の持続的なき供給
を確保するため、水道の信頼を維持し将来に渡り良いサービスを提供する。

基本事業コード 56010101 建設水道部　水道グループ

基本事業名 水道事業

位
置
づ
け

総
合
計
画
の

政　策

施策の大綱 　３　快適な基盤をつくる

　３　水資源、水道

　２　水道の整備

対　　象 給水区域内住民、水道関連施設

目　　的 安定的な施設の運転と安全で安心できる水の供給

27実績値 28目標値 28実績値

93.0

44.4 57.3 57.8 69.9

年間有収水量／年
間配水量

90.8 93.0 88.2

指標の算式

総収益／総費用

基本事業指標

総収支比率

有収率

無掘削型筺設置率

設定理由
100%を下回ると純損失が生じる。今
後10年間の収支計画をもとに作成し
た。給水人口1.5万人～3万人の道
内事業体の平均は107.1%(平成24
年度)である。

枝
番
号

事　務　事　業　名
（★＝投資的経費）

特記事項
(事務事業の問題点等)

評価結果 29年度以降の 重
点
化

妥
当
性

有
効
性

100 100 100

事 務 事 業 指 標

計画に基づく実施率

01 水道事業（収益）
総収支比率（％） 妥

当

効
率
性

事業の方向性
27年度実績値 28年度実績値 29年度

コスト 成果　　　決算額 　　　決算額 予算額

高
い
高
い
維持 維持112.4 121.8

456,307,000 444,696,000

02 水道事業（資本）
有収率（％） 有収率向上のため、不明水

の調査及び解消が必要であ
る

妥
当

03 ★ 水道管路整備事業
有収率（％） 有収率向上のため、不明水

の調査及び解消が必要であ
る

妥
当

90.8

90.8

88.2
325,423,000 441,612,000

普
通
高
い
拡大 拡充88.2

75,384,000 75,560,000

維持57.8
74,763,000 84,270,000

高
い
高
い
維持04 ★ 量水器収納筐設置事業

無掘削型筺設置率（％） 妥
当

44.4

05 ★ 水道施設整備事業
計画に基づく実施率（％） 妥

当
高
い
高
い
拡大100 拡充100

23,360,000 102,970,000 102,970,000

06
（）

07
（）

08
（）

09
（）

国 庫 補 助 金 3,950,000

道 支 出 金

　事 業 費 の 合 計 (円)
27年度決算額 28年度決算額 29年度予算額

781,730,000 886,308,000 875,616,000

171,100,000 143,900,000 255,700,000

そ の 他 特 定 2,900,000

地 方 債

一 般 財 源 610,630,000 742,408,000 613,066,000

財
源
内
訳

給水人口1.5万人～3万人の道内事
業体の平均は82.8%(平成24年度)で
ある。現在の高い数値を維持する設
定とした。

計量法に基づく量水器交換費用の低
減と住宅環境の保全のため100%の
設置を目標とする。

無掘削型収納筺個
数／量水器筺総数

安定的な水の供給を行うた
め。

434,004,000

441,612,000

75,560,000

84,270,000

拡　充 × 協働化 生産性向上 拡大基調

維　持 × 効率性向上 現状維持 ×

縮　小 × 縮小 × ×

休廃止 廃止 × × ×

皆 減 縮 小 維 持 拡 大

成
果
の
方
向
性

コスト投入の方向性
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◆事後評価◆

基本事業の目的は適切か？また基本事業指標と目標値の設定は適切か？実績値に問題はないか？

理由等

理由等

理由等

◆改善計画◆

この基本事業の目的を達成するための、具体的な改善提案（改善内容、始期、終期等）及び改善効果等を記載してください。

新規に実施する事務事業名 事業の概要・実施による効果等

基本事業指標の妥当性
適切である 経営指標は営業収支比率、管理指標は有収率としている。

基本事業を構成する
事務事業の妥当性 妥当である

水道事業の安定的な運営及び管理を行うために、計画的な施設更新・整備が必
要である。

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の目的を達成するにあたって、新たに生じた問題点はないか？

基本事業指標を達成するために構成した事務事業に問題はないか？

実施主体の妥当性

行政(国・道・町)・企業・町民・ＮＰＯ等実施主体は適切か？外部委託等の可能性は？

妥当である
水道事業は、水道法に基づき経営しており第６条第２項に原則市町村が経営する
ものと規定されている。

この基本事業の目的を達成するため、構成する事務事業の改善提案（継続事業の改善、事業の新規実施、事業の休廃止）を記載してくださ
い。

基
本
事
業
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
見
直
し

改善する継続事務事業名 改善・改革の内容

休廃止する事務事業名 休廃止する理由

水道施設耐震化事業 水道施設耐震診断結果を基に耐震化計画を策定し、水道施設の耐震化を進め安定給水の継続に努める。

基本事業執行責任者 建設水道部　水道グループ 内線

( 担 当 主 幹 名 ) 御田順司 ２８０

改
善
状
況

改善効果

改善の阻害要因

住民への影響及び
フォロー

改
善
事
項

予算を伴わず早急
に実施可能な改善
提案

有収率低下原因の一つである不明水について、直営による調査を実施し対処することで有収率の向上を図る。

１年以内に実施可
能な改善提案

２～３年以内に実
施可能な改善提案
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担当グループ名

単位

千円

千円

◆基本事業を構成する事務事業評価◆

【今後の方向性】

2,143,701

1,916

102,871

そ の 他 特 定

地 方 債

一 般 財 源 242,437,811,000 192,154,238,000 2,248,488,000

財
源
内
訳

国 庫 補 助 金

道 支 出 金

10
（）

　事 業 費 の 合 計 (円)
27年度決算額 28年度決算額 29年度予算額

242,437,811,000 192,154,238,000 2,248,488,000

08
（）

09
（）

06
（）

07
（）

04
（）

05
（）

高
い

高
い

維持 拡充 ○99
239,425,000 181,631,000

02 ★ 固定医師の確保
医師確保数（人） 　４月に消化器内科、１月に

呼吸器内科医師を採用し
た。

妥
当

03 ★ 医療機器等更新事業
医療機器等更新事業進捗率（％） 　MRIをはじめ、医療機器導

入計画どおりの更新を行っ
た。

妥
当

4

92

1
1,186,000 8,515,000

01 ★ 病院運営事業
総収益対総費用比率（％）  医業収益の増加に加え、設

備などの減価償却費が減少
したため、収支の改善が図ら

妥
当

効
率
性

事業の方向性
27年度実績値 28年度実績値 29年度

コスト 成果　　　決算額 　　　決算額 予算額

高
い

検
討

縮小 拡充94.4 95
1,826,811 2,008,238

枝
番
号

事　務　事　業　名
（★＝投資的経費）

特記事項
(事務事業の問題点等)

評価結果 29年度以降の 重
点
化

妥
当
性

有
効
性

事 務 事 業 指 標

対　　象 町民等

目　　的 安定的に医療を提供し、町民等の生命と健康を守り、地域医療を支援する。

27実績値 28目標値 28実績値

790,124
外来患者数
65,391人×12,368円
在宅・訪問22,224千円

776,401 830,979 790,195

指標の算式

入院患者数
28,320人×28,259円

基本事業指標

入院収益

外来収益

設定理由

施策の方向

施　策

事業の概要
病床機能を有する地域の基幹的病院として、医師確保による診療の体制の充実を図り地域に必要な医療を安定的に提供す
ることで、収益の確保を図るとともに、経営の効率化による経費の抑制対策を進め、また必要な医療機器の導入や更新、施
設の維持管理を継続的に実施することにより、町民の生命と健康を守り地域医療を支援する。

基本事業コード 57010101 国保病院　総務グループ

基本事業名 美幌町病院事業

位
置
づ
け

総
合
計
画
の

政　策

施策の大綱 　１　健康を保つ

　２　医療

　１　国民健康保険病院の充実

28

　１　元気で働き、豊かなまちに

－ 1
国

総
事 後 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

29目標値

799,178 800,295 805,996 888,976

◎

拡充 ○
高
い

高
い

維持

拡　充 × 協働化 生産性向上 拡大基調

維　持 × 効率性向上 現状維持 ×

縮　小 × 縮小 × ×

休廃止 廃止 × × ×

皆 減 縮 小 維 持 拡 大

成
果
の
方
向
性

コスト投入の方向性
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◆事後評価◆

基本事業の目的は適切か？また基本事業指標と目標値の設定は適切か？実績値に問題はないか？

理由等

理由等

理由等

◆改善計画◆

この基本事業の目的を達成するための、具体的な改善提案（改善内容、始期、終期等）及び改善効果等を記載してください。

改
善
事
項

予算を伴わず早急
に実施可能な改善
提案

１年以内に実施可
能な改善提案

２～３年以内に実
施可能な改善提案

基本事業執行責任者 国保病院　総務グループ 内線

( 担 当 主 幹 名 ) 遠國　求 73-4111

改
善
状
況

改善効果

改善の阻害要因

住民への影響及び
フォロー

実施主体の妥当性

行政(国・道・町)・企業・町民・ＮＰＯ等実施主体は適切か？外部委託等の可能性は？

妥当である 　公営企業法の全部適用、外部委託等の可能性は検証に時間を要する。

この基本事業の目的を達成するため、構成する事務事業の改善提案（継続事業の改善、事業の新規実施、事業の休廃止）を記載してくださ
い。

基
本
事
業
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
見
直
し

改善する継続事務事業名 改善・改革の内容

休廃止する事務事業名 休廃止する理由

新規に実施する事務事業名 事業の概要・実施による効果等

基本事業指標の妥当性
適切である 　医師の確保と収支の改善は終期の無い課題であり、指標は妥当と考える。

基本事業を構成する
事務事業の妥当性 妥当である 　国保病院が行うべき３つの柱である。

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の目的を達成するにあたって、新たに生じた問題点はないか？

基本事業指標を達成するために構成した事務事業に問題はないか？
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